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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）２０１０年３月期（２００９年度）の概況 

 

(A) 経営成績 

 ２００９年度 ２００８年度 前年比 

売 上 高 ７兆４,１８０億円 ７兆７,６５５億円 ９６％

営 業 利 益 １,９０５億円 ７２９億円 ２６１％

税 引 前 損 失 ２９３億円 ３,８２６億円 － 

当社株主に帰属する

当 期 純 損 失 
１,０３５億円 ３,７９０億円 － 

２００９年度は、中国やアジアなど一部の地域で市況回復の動きが見られたものの、

全体としては世界同時不況の影響が払拭できないまま推移しました。また、そのなかで、

「新興国市場や低価格品への需要シフト」や「環境・エネルギー関連市場の拡大」等の

市場構造変化が加速して進行しました。このような経営環境のもと、中期経営計画

「ＧＰ３計画」の最終年度として、「経営体質の再構築」と「次なる成長への仕掛け・

攻め」を同時に行ってまいりました。 

具体的には、「経営体質の再構築」に向けて、徹底した事業構造改革を推進したのを

はじめ、「イタコナ」活動の浸透・定着、調達コストダウンの加速、コストバスターズ

活動のさらなる強化、設備投資の抑制や在庫の圧縮などにも徹底的に取り組んでまいり

ました。 

一方、「次なる成長への仕掛け・攻め」では、まずすべての根幹として、「超・繋が

る」「超・省エネ」「徹底したユニバーサルデザイン」を追求したパナソニックらしい

商品づくりに取り組んでまいりました。その上で、冷蔵庫やドラム式洗濯機の欧州展開

をはじめとするアプライアンスのグローバル展開強化、現地主体のモノづくり強化によ

る新興国市場の攻略、テレビの新時代の幕を開くフルハイビジョン３Ｄテレビの商品化、

グローバルなシステム・設備事業の強化など、新たな成長に向けた取り組みをグループ

全体で推進してまいりました。 

さらに、三洋電機㈱を新たにパナソニックグループに迎え、これまで両社が培ってき

た技術やモノづくりの力を結集し、環境・エナジー関連事業のグローバル競争力強化を

中心に、シナジー効果の最大化や早期創出に向けた取り組みを開始しました。 

このような状況のなか、三洋電機㈱およびその連結子会社の２０１０年１月から３月

までの売上を含めた当年度の連結売上高は７兆４,１８０億円と、前年度に比べて４％の

減収となりました。 

利益につきましては、売上減があったものの、材料費の合理化や固定費削減などの経営

体質強化に取り組んだことにより、営業利益が１,９０５億円と前年度から大幅に増加し

ました。一方、営業外損益は、早期退職一時金を含む事業構造改革費用などを計上したこ

とにより、２,１９８億円の損失となりました。結果、税引前損失は２９３億円となり、

当社株主に帰属する当期純損失も１,０３５億円となりました。 
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(B)経営成績(事業セグメント別情報) 

  a.デジタルＡＶＣネットワーク 

 ２００９年度 ２００８年度 前年比 

売 上 高 ３兆４,０９５億円 ３兆７,４９０億円 ９１％

営 業 利 益 ８７３億円 ３２億円 ２７４８％

デジタルＡＶＣネットワークの売上高は、３兆４,０９５億円（前年比９％減）となり

ました。国内の薄型テレビをはじめ、カーエレクトロニクスやブルーレイディスクレコ

ーダーなどは好調だったものの、ノートパソコンや携帯電話などの売上が減少したこと

により、減収となりました。利益は、販売減の影響があったものの、合理化努力などに

より前年から大幅に改善し、８７３億円となりました。 

 

  b.アプライアンス 

 ２００９年度 ２００８年度 前年比 

売 上 高 １兆１,４２３億円 １兆２,２２９億円 ９３％

営 業 利 益 ６６５億円 ４９０億円 １３６％

アプライアンスの売上高は、１兆１,４２３億円（前年比７％減）となりました。冷蔵

庫は好調でしたが、エアコンやコンプレッサーなどの売上が減少したことにより、減収

となりました。利益は販売が減少するなか、合理化努力などにより６６５億円となりま

した。 

 

  c.電工・パナホーム 

 ２００９年度 ２００８年度 前年比 

売 上 高 １兆６,３２１億円 １兆７,６６３億円 ９２％

営 業 利 益 ３４７億円 ４０１億円 ８７％

 電工・パナホームの売上高は、１兆６,３２１億円（前年比８％減）となりました。パ

ナソニック電工は、電材、住設建材などの売上が減少したことにより減収となりました。

パナホームは、住宅市況の低迷が続き減収となりました。利益は、販売減の影響などによ

り３４７億円となりました。 

 

  d.デバイス 

 ２００９年度 ２００８年度 前年比 

売 上 高 １兆５３億円 １兆１,２７３億円 ８９％

営 業 利 益 ３６１億円 ７１億円 ５０８％

 デバイスの売上高は、１兆５３億円（前年比１１％減）となりました。電池や半導体な

どの売上が減少し、減収となりました。利益は、販売減の影響を固定費削減などでカバー

し、３６１億円と前年から大幅に改善しました。 
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  e.三洋電機 

 ２００９年度 ２００８年度 前年比 

売 上 高 ４,０４８億円 －    －  

営 業 損 失 ７億円 －    －  

 ２０１０年１月から３月までの三洋電機の売上高は、４,０４８億円となりました。各

国の景気刺激策や環境政策の導入により、太陽電池の売上が好調でした。利益は、買収に

伴い計上された無形固定資産の償却費等を含めて７億円の損失となりました。 

 

  f.その他 

 ２００９年度 ２００８年度 前年比 

売 上 高 １兆１２２億円 １兆７１７億円 ９４％

営 業 利 益 １９７億円 ２３９億円 ８２％

その他の売上高は、１兆１２２億円（前年比６％減）となりました。ＦＡ機器の販売

が不振で、減収となりました。利益も１９７億円と前年を下回りました。 

 

(C)財政状態 

当年度の営業活動により増加したキャッシュ・フローは５,２２３億円となりました。

これは、主として在庫削減や減価償却費等によるものです。投資活動に使用したキャッシ

ュ・フローは３,２３７億円となりました。これは、固定資産の売却に伴う収入や定期預

金の減少等はありましたが、主として薄型テレビ、電池などの重点分野を中心に実施した

有形固定資産の購入に伴う支出や三洋電機㈱の取得に伴う支出（取得時の三洋電機㈱およ

びその連結子会社の現金及び現金同等物を除く）によるものです。また、財務活動に使用

したキャッシュ・フローは５７０億円となりました。これは、主として配当金の支払によ

るものです。これらに為替変動の影響を加味した結果、当年度末の現金及び現金同等物の

残高は１兆１,０９９億円となり、前年度末に比べ１,３６０億円増加しました。 

また、総資産は当年度末で８兆３,５８１億円となり、前年度末に比べ１兆９,５４７億

円増加しました。これは、主として三洋電機㈱およびその連結子会社が当社の連結子会社

となったことによるものです。当社株主資本は当年度末で２兆７,９２５億円となり、前

年度末に比べ８５億円増加しました。非支配持分につきましては、主として三洋電機㈱の

子会社化により、前年度と比べ４,５８７億円増加し、８,８７３億円となりました。 
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（２）２０１０年度通期の見通し 

 

世界経済は緩やかな回復基調にあるものの、円高やグローバルな競争激化等の影響も

あり、予断を許さない状況が続くものと思われます。このような厳しい状況のなかで、

当社は、新たな中期経営計画の初年度としての２０１０年度から直ちにイノベーション

の実践フェーズに入り、成長をベースとした収益力強化を図り、当社株主に帰属する当

期純利益を黒字転換させ、「成長力溢れるパナソニックグループ」の実現を目指してま

いります。 

現時点における業績見通しは、以下のとおりです。 

 

・ 連結業績見通し(年間) 

売 上 高      ８兆８,０００億円（前年比１１９％） 

営 業 利 益       ２,５００億円（前年比１３１％） 

税 引 前 利 益         １,５００億円（前年比  －％） 

当社株主に帰属する当期純利益             ５００億円（前年比  －％） 

(注)営業外損益(1,000億円の損失)には、事業構造改革費用400億円が含まれています。 

 

 

（３）会社の利益配分に関する基本方針 

 

当社は、創業以来一貫して、株主に対する利益還元を最も重要な政策のひとつと考え

て経営にあたってまいりました。この基本的な考えのもと、積極的かつ総合的な株主還

元を実施しており、配当については、株主からの株主資本に対するリターンとの見地か

ら連結業績に応じた利益配分を基本とし、連結配当性向３０～４０％を目安に安定的か

つ継続的な配当成長を目指しております。また、自己株式取得については、戦略投資や

財務状況を総合的に勘案しつつ、１株当たりの株主価値と資本収益性の向上を目的とし

て機動的に実施しております。 

当年度業績は前年度に続く当期純損失となっており、早期の業績回復と将来の成長の

ためには事業・財務両面から経営基盤の徹底強化を図ることが急務であります。このよ

うな経営状況および安定的な株主還元を重視する観点を踏まえ、当年度の配当について

は、２００９年１１月３０日に中間配当として１株当たり５円を実施しており、期末配

当５円と合計で１株当たり１０円の年間配当とさせていただきます。また、連結業績見

通しおよび配当方針を踏まえ、２０１０年度につきましても１株当たり１０円の年間配

当とさせていただく予定です。なお、当年度の自己株式の取得については、単元未満株

式の買取等軽微なものを除き実施しておりません。引き続き厳しい経営環境が続くこと

が予想されますが、一刻も早い業績回復を実現し、株主に対して利益還元を図ってまい

ります。 

 


